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国民保護法制とは？

武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護
するため、又は武力攻撃が国民生活及び国民経済
に影響を及ぼす場合において当該影響が最小とな
るようにするための措置に係る法制

（事態対処法第22条及び第24条）

「国民の保護のための法制」というのは、武力攻撃
から皆さんの命や財産を守るため、避難や救援など
の仕組みを定めるもの

（井上有事大臣小泉内閣メールマガジン第119号2003/12/04）
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武力攻撃事態の４類型

① 着上陸侵攻

② 航空機による攻撃

③ 弾道ミサイル攻撃

④ ゲリラ・コマンドゥー

（国会審議に提示）
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緊急対処事態の４類型

① 危険性を内在する物質を有する施設等に対する攻撃が行
われる事態

※ 原子力発電施設等の破壊

※ 石油コンビナート、都市ガス貯蔵施設等の爆破

② 多数の人が集合する施設及び大量輸送機関等に対する攻
撃が行われる事態

※ 大規模集客施設、ターミナル駅等の爆破

※ 新幹線等の爆破

③ 多数の人を殺傷する特性を有する物質等による攻撃が行
われる事態

※ 放射性物質を混入させた爆弾（ダーティボム）等の爆発による放射能の拡散

※ 炭疽菌等生物剤の航空機等による大量散布

※ 市街地等におけるサリン等化学剤の大量散布

※ 水源地に対する毒素等の混入

④ 破壊の手段として交通機関を用いた攻撃が行われる事態
※ 航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロ
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イスラエルの弾道ミサイル被害

【被弾数】 6週間で約40発（1日1発未満）
※ うち、1/18と1/25に8発ずつ
※ サウジアラビア等他地域分を含めると80発程度発射
※ 人口260万人のテルアビブ都市圏域で24発（2日に1発程度）

【弾頭】 全て通常弾頭
※ 当初は、弾頭に化学兵器が搭載される懸念もあったが、結果
として、全て、通常弾頭であった（２５０㎏～５００㎏のペイロード
といわれる）。

【死傷者数】 死者2名、負傷者200名強
※ このほか、心臓発作による死者5名、ガスマスクの取扱ミスに
よる死者が７名、恐怖による精神障害を受けたものが約500名
いたとされる。

【建物被害】 6000強の家屋、1300のビルが被災
※ 通常兵器（TNT）であったこと、火気使用の自粛のため、火災
被害は少ない（ガス引火による爆発はあったとの報道。）。

↑米国国防総省HPより↓

セキュリタリアン平成10年11月号より→
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江陵事案（北朝鮮潜水艦侵入事案）

【概要】＜1996年9月18日～＞
北朝鮮の小型潜水艦が韓国東海岸（江陵）で座礁。武装した乗員26名（推定）が韓国領
土内に侵入したもの。１ヶ月を超える掃討作戦により、11人が死体で発見、13人射殺、
１名逮捕、１名逃走。韓国軍6万人が出動
韓国軍・警察には、死亡８人（うち４人は誤射や誤発）。一般の民間人３人がゲリラ

に殺害されたほか、１人が誤射で死亡。

【事件の経過】 （※ 韓国における報道に基づき作成）

９月１８日 午前２時 座礁潜水艦を発見
午後４時４０分 ゲリラ１人を逮捕、ゲリラ11人の死体発見
午後８時 江陵等に夜間外出禁止令を発令
（江陵一帯に半径５０㎞の３重包囲網を形成）

９月１９日 午前にゲリラ３人、午後にゲリラ４名を射殺
韓国兵１名が誤発事故により死亡

９月２２日 ゲリラ２人を射殺。韓国兵２人が死亡
９月２３日 未明に松茸狩り中の民間人１人が軍の誤射で死亡

誤射による民間人の死亡を受け、村落の住民に避難を指示
９月２９日 韓国兵１名が誤射で死亡
９月３０日 捜索範囲を拡大、夜間通行禁止と入山規制を強化
１０月１日 警察官１人が誤射で死亡
１０月９日 民間人３人の死体を発見

（※ 潜水艦発見現場から民間人殺害現場まで、直線距離で４３㎞、
山岳移動距離で８０～１２０㎞）

１１月５日 ゲリラ２名を射殺、１名は所在不明
6







地方公共団体の平時における主な役割

① 国民保護計画の策定

国、地方公共団体は、あらかじめ、国民保護計画を作成すること
とされている。この場合、国が作成することとされている基本指針に
基づき都道府県が計画を作成し、その都道府県の計画に基づき市
町村が計画を作成することになる。

（都道府県：H17年度、市町村：H18年度 第５回国民保護法制整備本部決定）

② 国民保護協議会

国民保護計画を策定するに当たって、幅広く住民の意見を求め、
関係する者から意見を聴取するため、全ての都道府県及び市町村
に、国民保護協議会が設置されることになる。国民保護計画の作
成又は変更にあたっては、地方公共団体の長はこの国民保護協議
会に諮間をしなければならないこととされている。

③ 普及啓発、備蓄、訓練、組織体制の整備等
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地方公共団体の有事における主な役割

① 国・地方公共団体の対策本部の設置

② 警報の通知・伝達

武力攻撃事態等に至った場合、国の対策本部長は基本指針及び対処基本方針に
基づき警報を発令。都道府県知事には総務大臣を経由して警報が伝えられると同
時に、指定公共機関である放送事業者も警報を放送することとなる。

③ 避難措置の指示
国の対策本部長は、警報を発令した場合、都道府県知事に住民の避難に関する
措置を講ずべきことを指示。都道府県知事は、要避難地域を管轄する市町村長を経
由して、住民に避難すべき旨を指示

④ 避難住民の誘導 （主に市町村）

⑤ 避難住民等の救援 （主に都道府県、指定都市）

収容施設の供与、炊き出し等の食品の給与及び飲料水の供給、被災者の捜索及び
救出、埋葬及び火葬、電話その他の通信設備の提供等

⑥ 物資の売渡し要請・土地の使用・医療の実施の要請等

⑦ 安否情報の収集、報告等
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「国民保護モデル計画作成の基本的考え方」（要旨）

第３回地方公共団体国民保護懇談会において審議し、了承。

国民保護法や政府の基本指針に沿った基本的な推進方策

○ 基本的人権の尊重や災害時要援護者等への配慮等に留意
○ 時代の変化に即応して、国民保護計画に不断の見直しを加えていく
○ 「正確な情報を如何に迅速に、現実に対応できるような手段で伝達する
ことができるかということが重要である」ことに特に、留意

モデル計画の構成

○ 武力攻撃事態等を通じた対処を記述する構成とし、武力攻撃事態等の
類型に応じた対処については、それぞれの記述に、留意事項として記述。
○ 基本的な構成については、基本指針に準拠しながら、地方公共団体の
危機管理計画としてなじみの深い地域防災計画を参考に、①総論、②平素
の備えや予防、③事態への対処、④復旧、という基本的な構成。
○ 離島等の対処、原子力発電所や石油コンビナート、自衛隊や米軍の施
設区域が所在する地域等、特別の配慮を要する地域に関する留意事項は、
モデル計画に付属して提示。
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実践的なモデル計画とする観点

○ 武力攻撃事態等の類型に応じた避難等の対処、留意点を、できる限り
具体的に記述
○ 事態に、実践的に対応できるようにするための留意事項を記述
① 「平素の備えや予防」と「事態への対処」それぞれに必要な事項を明示
② 国民保護一般に関する普及啓発と合わせて、テロへの警戒等に係る
啓発を行うことなど、予防に関する事項についても、必要な範囲内で記述
③ 地域での事態が勃発してから発覚するような事態において、事態認定
までの間も含め、応急対策などの対処についても、必要な範囲内で記述
これにより、切れ目のない対策を講ずるが可能

④ 必要な場合には、国民保護法に基づく国民保護措置に関連して行う
災害対策基本法や消防法等に基づく措置を必要な範囲内で記述
⑤ 国民保護法上の事項に応じ、各関係機関の窓口を、できる限り明示

2月中モデル計画要旨、3月中モデル計画（案）提示の予定

※ 基本指針は3月上旬に案公表、3月末閣議決定予定
※ 都道府県からの計画の協議は4月以降を予定
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